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弁護士が語る！経営者が知っておきたい法律の話（第40回）
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1つの会社に勤め続けることが一般的だった時代から、転職が当たり前の時代になっています。転職の際には、１から新し
いことを学ぶ必要がない同業種を選ぶケースも少なくないでしょう。そうなると、競合するライバル企業への転職も考えられ
ます。

従業員がライバル企業に転職することを防ぐことはできません。しかし、転職に伴って社内の情報が流出してしまうことは、
最小限度に抑えたいもの。企業秘密の流出については、不正競争防止法や著作権法である程度阻止できます。ただ、法
律による対応には限界があるので、就業規則にも明記しておくことが必要です。

今回は、従業員の業務上の成果物が会社のものであることを証明して、転職先で使われることを防ぐ対策について紹介し
ます。

不正競争防止法で自社を守るための3つのポイント

最初の対策は、不正競争防止法に基づくものです。不正競争防止法は、不正な方法で営業秘密を取得すること、取得した
営業秘密を使用することなどを禁止しています。従業員の作成した資料が不正競争防止法上の営業秘密に該当すれば、
その使用に対し差し止めや損害賠償請求、また刑事告訴などの法的な対抗策を取ることができます。

不正競争防止法で「営業秘密」として保護されるためには、以下の3つの要件をすべて満たす必要があります。

（1）秘密管理性（秘密として管理されていること）
（2）有用性（営業上または技術上、有用な情報であること）
（3）非公知性（公然と知られていないこと）

流出すると困るような情報であれば（2）と（3）の要件は満たすことが多いでしょうから、問題になるのは（1）です。

（1）の秘密管理性の要件を満たす条件は、企業が秘密として管理している、もしくは客観的にも秘密として管理されている
状態です。また、その意思が従業員にも認識されている状態になります。

それを端的にいえば、従業員の作成した資料に何らかのアクセス制限が設けられている状態です。つまり鍵をかけた保管
庫やパスワードを設定したデータストレージなどに保存している資料には秘密管理性があるということです。逆に、社内で誰
でも閲覧可能な状態に置かれている資料については、営業秘密として保護されないということになります。

法人に著作権が認められる「職務著作」… 続きを読む
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